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中央教育審議会は平成 17 年 2 月に文部科学大臣から、21 世紀を生きる子
どもたちの教育充実のため、国の教育課程の基準全体の見直しを検討する
よう要請を受け、同年 4 月から審議が開始された。約 60 年ぶりに改正され
た教育基本法の「知・徳・体のバランス」1を踏まえた審議が行われ、平成
20 年 1 月に「幼稚園、小学校、中学校、高等学校および特別支援学校の学













                                                  
1 教育基本法（平成十八年十二月二十二日法律第百二十号）第 2 条第 1 項。 
2 高等学校学習指導要領（文部科学省、平成 21 年 3 月、全 315 頁）平成 25 年 4 月 1 日入
学生から年次進行により段階的に適用される。 
3 同書第 3 節（商業）第 1 款（目標） 
4 同書第 1 章（総則）第 2 款（各教科・科目及び単位数等）1-2 頁「1 単位 50 分とし、35
単位時間の授業を 1 単位として計算することを標準とする」。 


































                                                  
5 同書第 1 章（総則）第 3 款（各教科・科目の履修等）5 頁。 
6 商業に関する学科以外の専門学科においては、外国語に属するという縛りはなく、同様
の成果が期待される場合は専門教科科目以外の単位を 5 単位まで認める、とされている。 




２． 米国 NBEA のカリキュラム 
2.1 NBEA(全米ビジネス教育協会)8 
NBEA は、1878 年に私立学校の教育者団体が Business Education 
Association（BEA）を結成したことに始まり、ビジネス教員への情報提供を
主としていた。1892 年には NEA（National Education Association）の一部
となり、DBE（Department of Business Education）と名称変更された。そ
の頃数十年にわたり、1895 年 NCTA9、1897 年 ECTA10、1922 年 SCTA11、NACTT12
などが設立されたが、1933 年に国家的なビジネス教育の基準確立のため
NCBE13に集約された。その後 1946 年に NCBE は NEA のビジネス教育部門を吸







No.96 （2015）Diversity in Business Education 
No.97 （2015）Business Education in Career Academies 
No.98 （2016）The Role of Business Education in College and Career 
Readiness 
No.99 （2016）The Role of Business Education in STEM 
No.100（2017）The Future of Professional Collaboration in Business 
Education for Excellence 
                                                  
8 National Business Education Association.URL: www.nbea.org/日本語訳は、清水希益
（日本商業教育学会顧問）「全米ビジネス教育協会の「政策表明」について」日本商業教育
学会編『商業教育論集』第 25 集 95-100 頁（平成 27 年 3 月）による。 
9 The National Commercial Teachers Association. 
10 The Eastern Commercial Teachers Association. 
11 The Southern Commercial Teachers Association. 
12 The National Association of Commercial Teacher-Training Institutions. 
13 The National Council for Business Education. 
14 The United Business Education Association 
15 http://education.stateuniversity.com/pages/2270/National-Business-Education-
Association.html/ 
16 清水希益、前掲注 8、95 頁。 
17 Policy Statement NO.60-95 までについて、A ビジネス教育の意義と指導者の役割、B 商







































                                                  










 筆者は、以上の NBEA の中で、ビジネスと私生活との重複する事柄が多くな
る傾向にあること、私生活の充実を根本にしていることの二点が、重要な視
点であると考える。従来は仕事と私生活は切り離される傾向がみられ、「仕事










 NBEA ウェブサイトによると、下記の 11 項目が列挙されている20。簡潔に
以下、みていきたい。 











                                                  
19 日本国政府首相官邸サイト http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hatarakikata/ 
20 和訳・要約は、筆者による。具体程な詳細は、NBEA 刊行テキスト The Business Teacher 




・会計職（Accounting profession）  
・会計報告（Financial reports） 
・会計応用（Accounting applications）  
・会計課程（Accounting Process）  
・データ利用と解釈（Interpretation and Use of Data）  
・法令順守（Compliance） 
 








・基礎法学（basics of the law） 
・売買・契約・消費者法(contract, sales, consumer law) 
・代理と雇用法（agency and employment） 
・会社組織（business organizations） 
・所有権（property） 
・有価証券、担保付取引、倒産（negotiable instruments, secured 
transactions, bankruptcy）、 
・コンピュータ法（computer law） 
・環境・エネルギー規制法（environmental law and energy regulation） 
・家族法（family law） 
・遺言信託法（wills and trusts） 
 










































・数の関係と演算（number relationships and operation） 
・数の法則と関数・代数（patterns, functions and algebra） 
・測量（measurements） 



















・資源配分（allocation of resources） 
・経済制度（economic systems） 
・経済組織とインセンティブ（economic institutions and incentive） 





・政府の役割（role of government） 
・グローバル経済の概念（global economic concepts） 
・マクロ経済学の基礎（総需要供給曲線、aggregate supply and 
aggregate demand） 
また個人金融に関する項目としては次の通り。 
・個人の意思決定（personal decision making） 
・収入と収支報告（earning and reporting income） 
・金融管理と予算編成（managing finances and budgeting） 
・貯蓄と投資（saving and investing） 
・財・サービスの購入（buying goods and services） 














































に IT を利用導入していくかが中心となる。そのため、IT 技術の習得と
ともに、カリキュラム全体における IT 利用の促進、ビジネスにおける
IT の価値と影響力の理解、生産性向上のための IT をビジネスにどう生
かすのかを分析、統合、評価、応用させる能力の開発、生活の質を向上
させる、対人とサービスの質的技術を発展・育成する、倫理的法的な責




・IT の社会へ与える影響（impact on society） 
・ハードウエア（hardware）構成・設定・問題修正 





・ウェブの開発・設計（web development and design） 
・情報検索と統合（information retrieval and synthesis） 
・データベース管理制度（database management system） 
・システム分析と設計（systems analysis and design） 
・プログラミングと応用ソフト開発（programming and application  
development） 
・情報通信とネットワーク基盤（telecommunications and networking  
infrastructures） 
・情報技術の計画立案と習得（IT planning and acquisition） 
・安全・プライバシーとリスク管理（security, privacy and risk 
management） 
・倫理と法的問題（ethical and legal issues） 
・技術支援と訓練（technical support and training） 
・情報技術とビジネス機能（IT and business functions） 
・情報技術キャリア（IT career） 





















・国際ビジネスの基礎（foundations of IB） 
・国際ビジネス環境（the global business environment） 
・国際ビジネスコミュニケーション（IB communication） 
・グローバスビジネス倫理と社会的責任（global business ethics and 
social responsibility） 



























・個人管理技能（personal management skills） 
・倫理と社会的責任（ethics and social responsibility） 
・人的資源管理（human resource management） 
・組合労働力（organized labor） 
・技術情報管理（technology and information management） 
・産業分析（industry analysis） 










・マーケティング基礎（foundations of marketing） 










３． わが国の現行カリキュラムとの比較考察    

























                                                  
21 文部科学省「高等学校学習指導要領」第 3 章第 3 節商業 186-204 頁（平成 22 年 1 月）。
改訂趣旨・目標・科目編成および各科目の目標・内容・取り扱い等のより詳細な解説は、
文部科学省「高等学校学習指導要領解説 商業編」（平成 22 年 1 月）参照。 
22 カリキュラムを構成する科目は、本質的に時代の要請に応じて策定編成されたものであ
るため、その経緯の理由・時代背景や状況を分析考察することは、将来の科目編成の構想
に大変有用であると考える。日本商業教育学会編『教職必修 最新商業科教育法 平成 25
年度実施カリキュラム対応（新訂版）』（実教出版社、2011 年）の 188 頁に科目変遷の一覧
表が掲載されており、全頁熟読が必須である。 
23 全国商業高等学校校長協会編「学習指導要領改訂への提言」（平成 28 年 5 月）（略称；全
商協会）www.zensho.or.jp/pa/.../dl/h28.5_career_kyouiku.pdf.pdf 




分類 日本(2009) 提言（2016） NBEA(2016) 
基礎 ビジネス基礎 同 Computation 








 商品開発  
 広告と販売促進  
    




 ビジネス経済応用 グローバル経済 International 
Business 
 経済活動と法 ビジネス法規 Business Law 
    
会計 簿記 同 Personal Finance 
 財務会計Ⅰ 同 Accounting 
 財務会計Ⅱ 同  
 原価計算 同  
 管理会計 同  
    
情報 情報処理 同 Information 
Technology 
 ビジネス情報 同  
 電子商取引 e-ビジネス  













総合実践 同  
課題研究 同  
    
該当
なし 















に 2 度アンケートを実施し、その後平成 26 年度秋季総会、シンポジウム、
平成 27 年度春季大会等において議論し、平成 27 年秋季大会での中間報告
を踏まえ、全商商業教育対策委員会がまとめたものである25。概要は次の通
り26。 
① 教科組織を 3 分野とする 
「経済・経営分野」「会計」「ビジネス情報」 






平成 29 年 3 月公示「新学習指導要領」文部科学省告示 https://ictconnect21.jp/recruit-
and-events/170331_next_shidoyoryo/ 
25 全国商業高等学校長協会、前掲注 23、1 頁。 






平成 26 年度単独校 177 校、他学科併設校 470 校の合計 647 校（平成
17 年度はそれぞれ 233、586、819 から約 21％減） 
・卒業者の進路の変化 
平成 26 年 3 月卒 就職 41.9％、大学短大 25.5％ 













 3.4 比較考察 
















































                                                  
27 文部科学省「小学校・中学校・高等学校 キャリア教育推進の手引」（平成 18 年 11
月）；中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（答
申）」（平成 23 年 1 月）；文部科学省・国立教育政策研究所生徒指導研究センター「キャリ
ア発達にかかわる諸能力の育成に関する調査研究報告書」（平成 23 年 3 月）など。詳細
は、拙著「職業指導・キャリア教育に関する現代的意義と課題‐発達理論と中教審平成 23











































 こうした近年の傾向は、IT や ICT による劇的な環境変化により可能とな
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